
１．実施市町村
   （１）　第６期対策は令和７年度から開始され、県内２５市町村のうち、２２市町村において取組を
       実施しております。

　令和７年度中山間地域等直接支払制度の実施状況　

令 和 ８ 年 ８ 月
秋田県農山村振興課

実施市町村（22)
通常地域(21)

鹿角市
大館市
北秋田市
上小阿仁村
能代市
藤里町
三種町
八峰町
男鹿市
潟上市
五城目町
井川町
由利本荘市
にかほ市
大仙市
仙北市
美郷町
横手市
湯沢市
羽後町
東成瀬村

通常＋特認地域(1)
秋田市

市町村別実施状況

男鹿市

角館町

山内村

鹿角市

小坂町

大館市

北秋田市
上小阿仁村

藤里町
八峰町

能代市

三種町

五城目町

八郎潟町

井川町潟上市

男鹿市

大潟村

仙北市

秋田市

大仙市

美郷町

横手市

東成瀬村

湯沢市

羽後町

由利本荘市

にかほ市
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２．協定締結面積等
   （１）  協定数
           令和７年度は３９２協定で取組が行われました。このうち、集落協定は３９０協定で、個別
        協定は２協定となっています。
           県内では、第５期対策(R2～R6)から 第６期対策(R7～R11)へ移行する際に高齢化や
       担い手不足による継続への不安等により９４協定が減少しました。

[協定数]

   （２）  協定締結面積
           令和７年度の協定締結面積は８，６６７ｈａとなり、前年度から１，１９７ｈａ減少しました。

［地目・基準別実施面積］

田

畑

草地

採草放牧地

合計

※　端数処理により一部計が合致しないものがあります。

※１ 急傾斜（田：1/20以上、畑・草地・採草放牧地：15°以上）
※２ 緩傾斜（田：1/100以上1/20未満、畑・草地・採草放牧地：8°以上15°未満）

元年度 2年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 前年増減７年度

390

2

合計 547 483 484 486 487 486 -94

（ｈａ）

集落協定 541 479 480 482 483 483 -93

個別協定 6 4 4 4 4 3 -1

地目・基準 R元 R2 R３ R４ R５ 前年増減

10,337 9,731 9,766 9,817 9,813 -1,170

R７

8,614

急傾斜 2,189 1,974 1,975 1,969 1,970 -297

緩傾斜 8,133 7,742 7,775 7,833 7,828 -871

1,669

6,935
小区画・不整形 15 15 15 15 15 -3

33 29 29 29 30 -9

10

20

急傾斜 14 9 9 9 9 -3

緩傾斜 19 20 20 20 20 -6

6

14

32 32 32 32 33

急傾斜 8 8 8 8 9

33

緩傾斜 24 24 24 24 24

17 17 17 17 17 -1717

急傾斜 8 8 8 8 8 -8

緩傾斜 9 9 9 9 9 -9

8

9

10,419 9,809 9,844 9,895 9,892 -1,197

急傾斜 ※１ 2,219 1,999 2,000 1,994 1,996 -308

9,864

1,992

緩傾斜 ※２ 8,186 7,795 7,829 7,886 7,881 -886
小区画・不整形 15 15 15 15 15 -313

7,860

392

9

24

R６

9,785

1,966

7,806

13

30

9

20

33

9

24

8,667

1,684

6,974

10
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   （３）  協定参加者、交付金額
           全協定（集落協定及び個別協定）の協定参加者は約８千人となり、県内の全協定に支
        払われた交付金の総額は、約９億４千万円となりました。なお、１協定あたりの参加者は
        ２１人、実施面積２２ｈａ、交付額２，４１３千円となり、１人あたりの交付額は１１５千円とな
        っています。

［協定数、参加者数、実施面積、交付金額］

※　端数処理により一部計が合致しないものがあります。

   （４）  対象農用地に対する交付面積率等
           本年度の対象農用地面積に対する交付面積率は県全体で７７％となっており、地目別
        の交付面積率を見ると田が７８％に対して、畑が１０％と取組が低い状況です。   
        　なお、基準別では、緩傾斜地における取組が多い状況です。

［対象農用地面積、交付面積率］

畑

草地

採草放牧地

合計

※　端数処理により一部計が合致しないものがあります。

（ｈａ、千円）
１協定あたり １人あたり

参加者数 面積 額 面積 額

個別協定 2 2 26 1,340 1 13 670 13 670

集落協定 390 8,243 8,641 944,662 21 22 2,422 1 115

392 8,245 8,667 946,002 21 22 2,413 1 115

233

集落協定 480 9,980 9,796 1,039,572 21 20 2,166 1 104

７年度計

３年度計 484 9,988 9,844 1,041,438 21 20 2,152 1 104

個別協定 4 8 48 1,866 2 12 467 6

個別協定 4 4 48 1,866 1 12 467 12 467

集落協定 482 10,121 9,847 1,042,899 21 20 2,164 1 103

486 10,125 9,895 1,044,766 21 20 2,150 1 103

475

集落協定 483 10,081 9,843 1,041,366 21 20 2,156 1 103

４年度計

５年度計 487 10,085 9,892 1,043,264 21 20 2,142 1 103

個別協定 4 4 49 1,898 1 12 475 12

（ｈａ）

田 11,229 9,785 87% 10,974 8,614 78%

交付
面積率

７年度対象
農用地面積

７年度
実施面積

交付
面積率

地目・基準
６年度対象
農用地面積

６年度
実施面積

急傾斜 2,520 1,966 78% 2,348 1,669 71%
緩傾斜 8,696 7,806 90% 8,612 6,935 81%
小区画 13 13 100% 14 10 69%

211 30 14% 211 20 10%
急傾斜 139 9 7% 139 6 4%
緩傾斜 72 20 28% 72 14 20%

33 33 100% 33 33 100%
急傾斜 9 9 100% 9 9 100%
緩傾斜 24 24 100% 24 24 100%

17 17 100%
急傾斜 8 8 100%

緩傾斜 9 9 100%

11,490 9,864 86% 11,218 8,667 77%
急傾斜 2,676 1,992 74% 2,496 1,684 67%

緩傾斜 8,801 7,860 89% 8,708 6,974 80%

小区画 13 13 100% 14 10 69%

７
年
度

３
年
度

４
年
度

５
年
度

区分
協定
数

参加
者数

実施
面積

交付額

６
年
度

集落協定 483 10,074 9,817 1,039,620 21 20 2,152 1 103

６年度計 486 10,077 9,864 1,041,377 21 20 2,143 1 103

個別協定 3 3 47 1,757 1 16 586 16 586
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３．集落協定活動の動向
   （１）  面積規模別集落協定数
　　　　面積規模で見ると、２０ｈａ以上５０ｈａ以下の協定が113協定（29％）で最も多くなってお
        り、２０ｈａ以下の協定が２４０協定で全体の約６割（６１％）を占めます。２０ｈａを超える協定
        は１５０協定（３９％）となっていますが、面積でみると全体取組面積の７５％となっています。

［面積規模別協定数・面積・割合］

協定数

協定数の割合

面積計

面積計の割合

   （２）  協定参加者数別集落協定数
           協定参加者数で見ると、２０人以下の協定が２３６協定で全体の約６０％を占めています
        が、２０人を超える協定が１５４協定（全協定数の４０％）あり、参加者数は全参加者数の
      ７１％を占めています。

［参加者数規模別協定数・参加者数・割合］

協定数

割合

参加者数（人）

割合

平均参加者数

   （３）  集落協定の活動内容
           全ての集落協定に定められている「農業生産活動として取り組むべき事項」には、必須事
        項（農業生産活動等）と選択的必須事項（多面的機能を増進する活動）があります。
           必須事項は、更に「耕作放棄の防止等の活動」と「水路、農道等の管理活動」の２種類が
        ありますが、そのうち「耕作放棄の防止等の活動」として「農地の法面管理」を行っている協
        定が３４９協定（９０％）と最も多く、次に「賃借権設定・農作業の委託」の２２４協定（５７％）と
        なっています。

76 71 93 113 29 8 390

面積区分(ha) ～5 ～10 ～20 ～50 ～100 ～400 400～ 全体

250 525 1,358 3,477 1,906 1,125 8,641

2.9% 6.1% 15.7% 40.2% 22.1% 13.0% 100.0%

19.5% 18.2% 23.8% 29.0% 7.4% 2.1% 100.0%

参加者区分（人) ～5 ～10 ～20 ～30 ～50 ～100 101～ 全体

196 629 1,598 1,919 2,005 1,468 428 8,243

49 80 107 77 52 22 3 390

12.6%

2.4% 7.6% 19.4% 23.3% 24.3% 17.8% 5.2% 100.0%

4.0 7.9 14.9 24.9 38.6 66.7 142.7 21.1

20.5% 27.4% 19.7% 13.3% 5.6% 0.8% 100.0%

3(3%)

13(3%)

32(7%)

240(50%)

449(93%)

16(4%)

1

14(4%)

14(4%)

16(4%)

20(5%)

224(57%)

349(90%)

0 100 200 300 400 500

その他

地場農産物の加工

鳥獣被害防止

荒廃農地の保全管理

担い手の確保

簡易な基盤整備

賃借権設定・農作業の…

農地の法面管理

Ｒ７
Ｒ６

耕作放棄の防止等の活動

－4 －



           また、「水路、農道等の管理活動」では、３９０協定（100％）で「水路の管理」を、３８８協定
        （９９％）で「農道の管理」を行っています。

           選択的必須事項（多面的機能を増進する活動）は、「国土保全機能を高める取組」、「保
        健休養機能を高める取組」、「自然生態系の保全に資する取組」があります。
           具体的な取組活動としては、「周辺林地の下草刈り」が２６９協定（６９％）と最も多く、次に
        多いのが「景観作物の作付け」で１３５協定（３５％）となっています。

0

480(100%)

482(100%)

2

388(99%)

390(100%)

0 100 200 300 400 500 600

その他の施設の管

理

農道の管理

水路の管理
Ｒ７

Ｒ６

水路、農道等の管理活動

13(3%)

1

0

2

0

9(2%)

13(3%)

166(34%)

302(63%)

8(2%)

1

1

1

4(1%)

4(1%)

12(3%)

135(35%)

269(69%)

0 50 100 150 200 250 300 350

その他活動

鳥獣保護

体験民宿

市民農園等の開設・…

土砂流出

魚類・昆虫類の保護

堆きゅう肥の施肥等

景観作物の作付け

周辺林地の下草刈り

Ｒ７

Ｒ６

多面的機能を増進する活動
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   （４）  ネットワーク化活動計画の作成について

        
       
           
       

体制整備のために行おうとする取組

ネットワーク化により連携して実施する活動

統合により体制を強化したい活動

多様な組織等の参画により連携して実施する活動

　第６期対策（令和７年度）から、体制整備単価の交付を受ける要件が「ネットワー
ク化活動計画の作成」となりました。
　令和７年度は、283協定（73%)がこの体制整備の活動に取り組むこととしておりま
す。

43(15%)
18(6%)

57(20%)
165(58)

0 100 200 300

ネットワーク化

統合

多様な組織の参画

検討中

8

28

36

4

1

1

13

0 5 10 15 20 25 30 35 40

事務の適切な実施

農地保全（草刈り、荒廃防止活動等）

水路・農道等の維持管理

農作業

地場農産物の加工・販売

鳥獣害対策

多面的機能を増進する活動

3
1

12
11

1
7

2

0 5 10 15 20 25 30 35 40

リーダー等の人材確保

事務局機能の強化

農地保全（草刈り、荒廃防止活動等）

水路・農道等の維持管理

機械・施設の共同利用

農作業の共同化

農業の担い手育成

22

22

24

0 5 10 15 20 25 30 35 40

農地保全

水路・農道等の維持管理

農作業の共同化
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   （５）  交付金の使途
           令和７年度の１協定当たりの交付金の使途は、個人配分が５９％、共同取組活動が４１％
        となっています。
           共同取組活動の主な内訳は農道・水路の管理費が１３％、農地管理費４％、多面的機能
        増進活動費２％、役員報酬５％、積立が１３％となっています。

４．個別協定の概況
           個別協定は、全てを認定農業者等が引き受けており、草地が１００％を占 めています。
       

［協定数］

［地目別面積］

協定数 2 2 1 1

実施
市町村

個別
協定 認定農

業者等
農業生
産法人

任意
組織

第３
セクター

その他

面積(ha) 26 26 8 18

割合 100% 100%

地目 田 畑 草地
採草

放牧地
計

面積(ha) 26 26

62%

59%

17%

13%

4%

4%

4%

2%

3%

2%

5%

5%

2%

1%

1%

13%

4%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

６年度

７年度

個人配分 農道・水路管理費 農地管理費

共同利用機械購入等費 多面的機能増進活動費 役員報酬

研修会等費 積立等 その他

共同取組活動

交付金の使途

個人配分
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５．市町村別実施状況

［令和７年度市町村別協定数、協定面積、交付金額］

※　端数処理により一部計が合致しないものがあります。

市町村
協定数 参加人数 協定面積 交付金額 協定数 協定面積 交付金額 協定面積 交付金額

集落協定 個別協定 全体

(人、ha、千円)
令和７年度実施状況

鹿角市 8 164 89 19,784 89 19,784

18,196

小坂町

上小阿仁村 9 96

大館市 6 179 81 8,489 1 8 791 89 9,280

北秋田市 13 113 84

625

84 18,196

89 7,210 89 7,210

藤里町 2 11 11 1,445 11 1,445

能代市 1 7 3 625 3

三種町 17 173 176 13,828 176 13,828

八峰町 1 26 46 4,713 46 4,713

秋田市 2 83 70 6,399 70 6,399

男鹿市 3 19 19 1,231 19 1,231

2,595

潟上市 4 23 20 1,336 20 1,336

八郎潟町

由利本荘市 144 3,492 4,149 440,069 4,149 440,069

五城目町 1 7 2 463 2 463

井川町 5 21 36 2,595 36

大潟村

にかほ市 24 493 893 150,184 893 150,184

仙北市 10 140 100 10,356 100 10,356

大仙市 1 13 7 973 7 973

美郷町 3 71 49 10,260 49 10,260

横手市 28 500 313 26,261 313 26,261

湯沢市 70 1,899 1,766 157,968 1,766 157,968

羽後町 24 371 383 33,856 383 33,856

東成瀬村 14 344 268 28,422 1 7 550 275 28,971

合計 390 8,245 8,653 944,662 2 14 1,340 8,667 946,002
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